
三芳町における
介護人材確保について

三芳町健康増進課

健康推進担当 高市 朋



令和７年４月１日時点 令和１２年（推計）

総人口 ３７，３６３人 ３７，１８８人

６５歳以上人口
（７５歳以上人口）

１０，７２７人
（６，６８６人）

１０，５４４人
（６，７２１人）

６５歳以上高齢化率
（７５歳以上高齢化率）

２８．７％
（１７．９％）

２８．４％
（１８．１％）

要介護認定者数 １，８３５人 １，８９５人

要介護認定率 １７．１％ １８．０％

【三芳町の概要】



介護に関する入門的研修（令和４年度より実施）

厚生労働省・援護局福祉基盤課長通知「介護に関する入門的研修について」に基づく研
修として、基礎講座、入門講座、マッチング支援を実施。

【実施方法】
・委託事業として実施（受託者：社会福祉法人 美咲会）
・研修日程：４日間コース
・会場：認知症サポートセンター、特別養護老人ホーム みずほ苑
・定員：１５名
・周知方法：広報、チラシ全戸配布（広報折込）、公民館・児童館等の町施設でのチラ
シ掲示、介護事業所でのチラシ掲示
・マッチング：町内全事業所に声掛けし、希望する事業所が参加。埼玉県福祉人材セン
ターにも参加を依頼している。

【介護人材確保に関する取組】





介護に関する入門的研修（令和４年度より実施）

実績
・令和４年度 受講者：１４名 就労希望者：２名 就労者：２名
・令和５年度 受講者：１５名 就労希望者：４名 就労者：０名
・令和６年度 受講者：１２名 就労希望者：３名 就労者：１名

【介護人材確保に関する取組】



①町内の社会福祉法人に委託して実施
・委託先の社会福祉法人は認知症サポートセンター（認知症サポーター養成講座やチームオ
レンジコーディネーター等の事業を実施）の受託法人でもある。
→介護やボランティアに興味を持っている、認知症サポーターステップアップ講座の受講者
等を入門的研修の受講に繋げやすくなる。

②町内の介護事業所等の職員が研修の講師を担う（オール三芳での取組）
・受講者にとっては、現役の介護職員から直接話を聞く機会ができることで、介護の仕事に
ついてのイメージを持ちやすくなる。

・介護事業所にとっては、介護人材不足等の課題を関係者同士で共有することで、関係者同
士のつながりができる。
→本事業をきっかけにして、災害時対応や認知症当事者支援、医療介護連携などの他事業で
の連携にもつながっていく。

【三芳町の取組の特徴】



介護事業所が求める人材と受講者の希望に差がある

介護事業所は介護職員としてケアにあたる人材（即戦力）を求めているが、受
講者はすぐに介護職員として働きたいと考えている人だけではない。
→研修受講後の就労に関する意向調査や介護事業所でのボランティアスタッフ
等としての受け入れ等、受託法人や介護事業所を含めて、関係者全体での受講
者へのフォローアップ体制（受講者への追跡調査や次年度のマッチングへの参
加など）を検討していく。

【今後の課題】
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